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最初に自治基本条例の大きな枠組みを理解して  
いただくと分かりやすい。 
自治基本条例には二つのパターンがあり、一つ
が「ニセコ町型」、もう一つを「小田原市型」
と呼んでいる。 
「ニセコ町型」では、行政と議会をチェックす
る民主的統制として組み立てられている。一方、
「小田原市型」では、民主的統制の部分もある
が、同時に市民自身が力を発揮できるような仕
組みとの両輪でやっていくもの。 
最初はニセコ町型の条例が多かったが、市民の
人たちと議論していくと、自分たちが活動して
いく中で、もっと力を発揮できるようにするこ
とが大事ではないかという意見から、小田原市
型が増えきた。 
どちらのパターンにすれば、逗子市がハッピー
に、まちが持続していけるかを考えていくこと
になる。 
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ニセコ町のまちづくり基本条例が全国で最初の
自治基本条例と言われ、現在、全国で300以上の
自治体で制定されている。 
自治基本条例は「自治の基本を問い直す条例」。
どのようにすれば、私たちの住むまちがいいま
ちになるのか、その基本をなぜ問い直すのか、
なぜ今考えないといけないのか、もし考えなけ
ればこれからどうなるか、それを改めて問い直
す、そういう条例。 
この逗子市において、今、そして未来を考えて
いくことになる。その場に皆さんは参加されて
いる。 
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今、地方自治はどうなっているか、これからど
うなっていくか。 
これまでの日本の社会は明治維新以来、国→県
→市のタテ系列でやってきた。1990年代になっ
て、これが機能しなくなってきた。 
地方自治法は昭和22年にできたが、全部で500
条近い条文の中で、住民が主語の条文は6条しか
ない。住民は地方自治の担い手ではないという
のが、この地方自治の仕組み。 
地方分権というのは、単に権限を地方に移すだ
けではなく、これまで日本が継続してきたシス
テムを改めて変える大きな変革。 
国など行政が提供するサービスだけでは、ニー
ズが多様化していて、住民は満足できない。 
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地域のことは地域でやっていくというときに、
地方自治法では住民が主語の規定が6条しかない。
今の地方自治法にあるのは、サービスを待ってい
るだけ、行政をチェックしているだけの住民像。
それで本当に地域のことは地域でやっていけるの
か、ということが問われている。 
「法の欠缺（けんけつ）」という言葉があるが、
法にはないこと。それを条例で埋めていく、それ
が自治基本条例。足りない部分をどう埋めていく
かが、皆さんが今やっている作業。 
例えば地方自治法には、自治会・町内会につい
ては会館の保有についての規定しかない。そうで
はなく、地域の担い手としてきちんと位置付けて
いく。課題があるならば、どうすれば地域の担い
手として力を発揮できるか、そういうことを考え
ていく。法律にはないので、それを埋めていく。
それが自治基本条例ということになる。 
そういうことに取り掛からないと、国の法律だ
けではとても足りないというところにきている。 
必要なものは、まちごとに違う。逗子市にとっ
て必要なものは何か。それをみんなで考えて、穴
を埋めていく。その作業をしていこう。そして、
次の世代に続くまちをつくっていこうというのが、
自治基本条例。 
今考えないと、とても次の時代に生き残れない、
いいまちになっていかないというのがまず問題意
識としてある。 
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逗子市の現状をみると、人口は2009年の
59,000人がピーク。2038年に48,000人になる。
一万人減る。これが逗子の現実。これが様々な点
で私たちの暮らしに影響を与えてくる。 
一番大きいのは税収。個人市民税収入が減少し
ていく。一方で、高齢化率が高まってくるので、
社会保障費は増加していく。 
そういう中で、今までのような自治の在り方で
まちが持続するのかということが問われている。
次の世代にバトンタッチしていくのに、今こそ自
治の基本を見直して、新しいまちの組み立てを見
直していく必要がある。 
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そもそも私たちの国は、辛い時にはみんなが力
を発揮して協力し、資源がないから知恵と工夫を
凝らして、暮らしをつくってきた、そういう国。 
個人として尊重されるという設計思想でできて
いる。「個人として尊重される」これが基本。そ
のために平和主義があり、基本的人権の保障があ
り、民主主義の規定がある。個人を大切にする、
一人ひとりがもっている価値を大切にするという
のが私たちの社会。 
市民がもっている力を出し合って、そういう社
会をつくっていこうというのが、私が考える自治
基本条例の理念。 
私たちが本来もっていた力を出していこうとい
うのが、自治の基本を考える出発点になるのでは
ないか。 
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自治基本条例の仕組みとしては、今までは個人
が税金を出して行政が公益を実施してきた。もち
ろんこれは大事。 
もう一つの流れは、市民が自分たちの力を出し
て公益を実施していくという流れ。こういう流れ
にしていくことで、金だけはなく、知恵や労働力、
知識というようなものを出していくことによって、
私たちの暮らしをよりよいものにしていこうでは
ないかというのが自治基本条例の理念、仕組みに
なると考える。 

 

8 



簡単に言うと「みんなで野球をやろうよ」とい
うこと。９人で野球をやる。これまでは行政や議
会だけで野球をやっていたが、観客席にいた市民
も一緒に全員野球をやろうということ。 
野球をやるにはルールが必要。例えば、どっち
がボールとるか守備範囲を決めて、その守備範囲
の役目をきちんと果たしていく。 
そういうルールをまちごとに決めていく。逗子
市に必要なルールを考えていくことが、今必要な
のではないか。 
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自治基本条例はどんな中身になっているか。 
自治の基本となる考え方としては、個人が尊重
される、一人ひとりが尊重される、そして大いに
力を出していく。そういうことが自治の基本だと
考えている。 
みんなが力を出していくとき、まず市民は個々
の市民だけではなく、自治会、ＮＰＯ、企業、学
校、団体などもその役割を存分に果たしていく。
議会も行政も、今までのやり方を変えていく。 
この三者が存分に力を発揮していくことを基本
に、自治の仕組みを組み立てていくということに
なる。 
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具体的にみると、まず、市長が変わる。 
地方自治法では、市長は代表。事務の管理、執
行をしている存在。そうではなく、みんなが力を
出す、その力を束ねて大きな力に変えていく、そ
れが市長の役目ではないか。 
それを表すルールとしては、例えば、市長のマ
ニフェストや市長の就任時の宣誓など。こういう
ことが自治基本条例の制定の中で検討される必要
があるのではないか。みんなの力を引き出すとい
う市長になってほしい、宣言してほしい、そうい
うことを条例に書いていく。 
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職員も変わる。 
職員は、法律では市長の補助機関と呼ばれてい
る。市民の伴走者になってほしければ、それを条
例に書く。例えば、職員は市民のために働く者、
あるいは地域社会の一員、こういう職員になって
ほしいということを書く。 
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職員は、地方公務員法の定めにより、職員にな
るときに、服務の宣誓をすることとなっている。 
この宣誓書に書いてあることは間違いではない
が、「市民」も「参加」も「協働」という言葉も
出てこない。自治基本条例を考える中で、こうい
う見直しが具体的にでてくる可能性がある。 
自治基本条例で、どんな職員であってほしいか
ということを書くと、宣誓書といったところにさ
らに展開していく。 
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議員・議会が変わる。これまではチェック機関
と言われている。そもそも二元代表制といって市
長も議会も、その両方が住民から選ばれた代表。 
議会は経営者である。なぜならば、市の重要な
方針である予算や条例を決定している。決定権は
議会にしかない。経営者、取締役であって監査役
ではない。 
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その経営者としての仕事に転換して、それに注
力してほしいというようになると思う。例えば、
議員でなければできない政策や条例の提案あるい
は市民との対話。 
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議員は、行政が大いに仕事ができるように、そ
の裏付け、根拠をつくってほしい。例えば、空き
家条例のように、空き家に立ち入りする権限を位
置づける条例を議員がつくって、空き家の問題を
解決できるようにしてあげる。このように変わっ
ていく。 
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当然、市民も変わる。地方自治法ではサービス
を受ける、あるいは要望する市民像だが、みんな
がもっている知識、経験、行動力を存分に発揮す
る市民、こういうふうになっていかないと、厳し
い未来は乗り切れないのではないか。 
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いろんな取り組みがある。福岡県大牟田市では
認知症になっても「安心して徘徊できるまちづく
り」というのをやっている。認知症の人にまちの
人たちが声をかけられるよう、市民が自主的なま
ちづくりをしている。 
自治基本条例に「市民はまちのために主体的に
取り組む」というように書くと、それに向けて安
心して徘徊できるまちをつくろう、ということに
展開する。このように、元になる考え方を自治基
本条例に書いたらどうか、ということ。 
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高齢者も同じ。徳島県の上勝町では、おばあさ
んたちが料理に添える「つまもの」にする葉っぱ
を山から取ってきて売り出した。これが収入に
なっておばあさんたちが元気になる。そんなふう
に高齢者が元気になるまちにするにはどうあるべ
きか、それを自治基本条例に書く。 
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若者も同じ。若者はまちのことになかなか参加しな
いが、若者が参加してこそ持続するまちになる。若
者も大いに参加してもらおう、そういう条例をつく
る。 
愛知県新城市では、自治基本条例に「参加」という
条文として、「市民の多様な参加の機会を設ける」
と書いた。それを受けて、若者が参加する若者政策
条例がつくられている。 
もう一つ、若者議会条例というのをつくって、

1,000万円の予算を提案できるようにしている。そ
の元になる考え方を自治基本条例に位置づけ、これ
まであまり出番のない市民に大いに参加してもらお
うとしている。 
なかなか出番のない女性のために、女性議会という
ものがある。議会といっても議場でやるのではなく、
予算提案してまちを活性化していこうというもの。 
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外国人のコミュニティ参加。外国人は主権者で
はないけれども、まちのために活動してもらう。
例えば消防団。外国人が参加していないことが多
いが、まちのために活動したいという人たちを巻
き込んでいくような仕組みをつくることができる。 
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静岡県焼津市では、漁業に携わる人が多いため、
事業者をまちの担い手と位置付け、事業者のため
の規定をつくった。事業者全員に頑張ってもらお
うとした結果、ふるさと納税では返礼品の種類が
多くなり、一年半で日本で二位になった。 
事業者みんなが力を出してまちを盛り上げてい
こうという、これも自治基本条例の効果の例。 
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地域コミュニティの例。愛知県新城市では、従
来の自治会・町内会では単位が小さすぎるという
ので、連合的な組織をつくって、そこで予算活動
権を与えたり担当者をつけたりなどして、まちを
盛り上げていこうとしている。 
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情報共有の仕組みが必要ではないか。今までの
発想では「情報公開」で、請求があってから情報
を出すものだが、情報を出せと言われるまでもな
く、どんどん情報を積極的に出していこう、それ
が「情報共有」の考え方。 
みんなが活動しやすいように情報を出していこ
うというような規定が必要だとしたら、それを自
治基本条例に書く。 
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参加と言っても、これまでは写真のような形で
行われてきた。このやり方で智恵や力やアイディ
アが果たして出るのか。 
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多様な参加の仕組み、方式を考える。ワーク
ショップのように、会議の仕方をどんどん変えて
いく。 
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情報共有の例として、市民みんなが集まって話
をする「新城市市民まちづくり集会」というもの
がある。一年に一度、市長、議員、市民が一堂に
会して、まちの課題を話し合う。何かを決めるの
ではなく、みんなで話し合う場をつくった。 
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静岡県焼津市でも「まちづくり市民集会」とい
うものを自治基本条例に規定している。これは議
会も主催者で、議員は全員参加。市民、市長、議
会が一緒になってまちの課題を話し、そういう機
会をつくることによってみんなで智恵を出してい
こうというもの。決めるのは議会だが、決める以
前に情報共有しようということで大ワールドカ
フェという話し合い、会議を行っている。 
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自治基本条例をつくりっぱなしにしてしまっている
ところがたくさんある。どうやってバージョンアッ
プし、維持していくかが大切。神奈川県茅ヶ崎市で
は「条例の検証等」という規定をおいている。 
例えば、職員が変わるといったのに、従前のままに
なっているというのを検証していく。条例を活かし
ていく。 
自治基本条例の制定に参加した人たちが推進委員会
をつくって、その人たちが検証や推進をやっている
例がある。 
先ほど紹介した焼津市の大ワールドカフェも、実際
に運営しているのは市役所ではなく、条例をつくっ
た人たちが一緒になってやっている。こういうふう
になっていくと、自治が一歩でも二歩でも進むので
はないか。 
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自治基本条例とは、自治の関係者（市長、職員、
議会・議員、市民、ＮＰＯ、自治会・町内会、企
業など）が、まちのために、みんなのために存分
に力を発揮して住みよいまちをつくっていく、そ
のための理念や方向性を定め、存分に力を発揮す
るためのルールや仕組みを規定したもの。それに
よって持続可能な逗子市をつくっていく。 
こういうルールをつくることによって、そうい
うまちをつくっていくことが今、大切なのではな
いか。 
自分たちが必要なものは何か考えて、重要な価
値を見つけて、条例に落とし込む作業。条文に落
とし込むのは専門家がやればよい、こんなことも
盛り込めばまちはよくなる、まちは続くというこ
とを考えてほしい。 
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＜質疑応答＞ 
 
Ｑ）一部の政党が自治基本条例を危険視している
ということだが、そのようなことは事実か。 
 
松下教授） 
一般的に危険と言われているのは、自民党が野
党だった時に、当時の民主党が自治基本条例を進
めていたので、対抗案を出さなくてはいけなかっ
たという面があるのではないかと思う。民主党へ
の対抗案としてダメだということになったのだと
思う。自治会・町内会も力を出そうというのは、
これはある意味保守の考え方。今は違うのではな
いかと思うが、当時は対抗軸として出したのでは
ないか。 
危険だというなら、どこがどういうふうに危険
だというのかを具体的にお話してもらって、それ
をなくしていけばよい。そんなふうに前向きに考
えてほしい。一般的によく聞いている話は、そう
いうこと。 
市民の人たちが自分たちで考えて活動すること
に対して危険だと考える議員さんがいる。自分達
の存在意義が問われるので、危険だと思う議員さ
んもいる。様々な誤解だと思う。いい対案があれ
ばよい。いい対案がないので、みんなで力を出そ
う、と私は言っている。 
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Ｑ)市長、議会、行政が変わることも大事だが、一
番大事なのは市民自体がいかに自覚と意識をもっ
て変わっていくかということ。今までもいろいろ
変えるということをやってきているが、なかなか
難しい。その大きな理由は、市民がそういうふう
に言われてもインセンティブが不足していたため
だと思う。むしろ市長や議会や行政に考えてもら
うことは、いかに市民のインセンティブを高めて
いくかということがポイントになると思う。そう
いうことについて、自治基本条例にどう盛り込ん
でいくかについて工夫があれば教えていただきた
い。 
 
松下教授） 
何とかしなくてはいけないと思っていても、実
際に活動に結びつけるには誘因がないといけない。
そういう誘因、どうすれば逗子の皆さんが動くか
ということを皆さんで考えてもらいたい。 
例えば、まちのことを一緒に語ろうよ、という
のも一つの誘因。無作為抽出で参加してもらう。
市民を巻き込んで一緒に考えていく場をつくる。
あるいは、参加の機会、決める立場になってもら
う。決める立場になると難しいことがよく分かる。
そういう場を設定して市民が少しずつ変わってい
く。そういう様々な仕組みや機会をつくって変
わっていく。急にはムリなので、少しずつ変わっ
ていく仕組みをつくっていく。 
私は横浜市役所で市民参加について取り組んで
きた。30年前、市民参加は形だけだったが、20
年、30年経つとこんなふうに、一緒に考えてい 
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こうというふうに変わってきている。すぐには変
わらないけれど、変わってきている。変わってい
かないと未来がないと思うので、行ったり来たり
してガッカリすることもあるけれども、少しずつ
やっていくと変わっていくので、それを信じて一
歩ずつやっていく。 
例えば、若者は広報してもなかなか参加しない
けれど、そういう知恵を絞っていく。無作為抽出
や口コミにより広げていって、それが形になる。
大学生なら就活するときのポイントになる。そう
いうことを重層的にやっていく。 

 
 

 
 
 
 

33 



 
 

Ｑ)逗子市の問題は、企業が少ない、個人市民税収
入にたよっているということであれば、正面から
企業誘致して税収を増やすような解決策をすれば
よいというような考えが出てくるが、ここでは市
民が集まって違うような話をしている。わざわざ
問題解決を遠回りしているような気がすることに
ついて、どう考えるか。 
  
松下教授） 
逗子市の企業誘致などについて意見は持ってい
ない。話を分かりやすくするために、逗子市が今
のままでは厳しいということを説明したまで。し
かし、本当に伝えたいことは、厳しいから自治基
本条例をつくるのではなくて、住民は本来力を
もっているのだから、その力を出してほしいとい
うこと。 
地域の課題をどのように解決するかは様々な方
法がある。逗子市の自治の関係者が考えていく問
題だ。 
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Ｑ）ここに集まっているメンバーの年齢構成は、
逗子市の全体の構成とずれている。参加して語っ
ているメンバーと住んでいる人の違いがある中で、
このまま進めてよいのかという点についてご意見
をいただきたい。 
 
松下教授） 
若い人の参加が少ないことについて、若い人た
ちを呼び込むための工夫をしてもなかなか参加し
ない。 
例えば、学生を参加させる。就活にもメリット
があるというのを誘因にするなどして、若い人た
ちを参加させたほうがよい。まだまだ努力が必要
だと思う。 
一方で、これだけの人たちが何回も参加してい
るというので、逗子市はすごいと思う。普通は、
３、４回目になると参加者が三分の一に減ってし
まう。市の方も頑張って若い人に参加してもらっ
たらよい。 
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Ｑ）自治の関係者として「市長、職員、議会・議
員、市民、ＮＰＯ、自治会・町内会、企業など」
という説明があった。小学校区ごとの地域自治シ
ステムの取り組みが、逗子小学校地域では停滞し
ている。このワークショップでは、自治会以下の
方をどう扱っているのか、そこをカットして市民
だけを集めているのか。今の説明と矛盾するので
はないか。 
 
企画課） 
このワークショップに参加していない皆さんか
らもご意見をいただいたり、情報の共有という意
味で届けたりしたいと思っているが、具体的な仕
組みはつくれていない状態。 
ただ、「お出かけ円卓フォーラム」という仕組
みがあって、その中でも自治基本条例についても
メニューとして用意しているので、もし要望があ
れば企画課へ申し込んでいただきたい。 
今後、タイミングをとらえて、自治会・町内会
へは“押しかけ”で情報をお届けしたいと考えてい
る。 
まず、自治基本条例の制定に向けて取り組んで
いることを多くの人に知ってもらわないと始まら
ないので、市の広報や市のホームページを使って
情報の発信に努めていく。 
 

松下教授） 
ある程度まとまったら、押しかけていくとよい。
流山市では192回あちこちに出向いて説明をした。
皆さんのほうから、どこに行ったらよいといった 
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 情報などを教えてもらって出向く。そうやって
広げていく。 
そうやっても自治基本条例は、なかなか市全体
に広がっていくものではないが、慌てずに少しず
つ少しずつ広げていく。 
今までだったら学識経験者が集まって条例をつ
くっていた。それを止めようということ。もう少
しまとまったら、話に行く機会が出てくる。それ
が自治基本条例のつくり方。 
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Ｑ）今回５回目で市長部局と市民がワークショッ
プをやっているが、議会というのが全く見えない。
他の先行している自治体では、議会がどう関わっ
たのか。 
 
松下教授） 
議会が見えないということだが、議員も注目し
ていると思う。議員に聞くと、なかなかこういう
場に入ってくるタイミングが難しいというか、ど
ういう立場で入ったらいいのか難しいということ
が一つ。 
多くの場合は、有志という形で何人か入ってき
て、一緒に検討するというパターンがある。ある
程度検討が進んでくると、議会の項目もあるし、
議員と一緒になって話し合う機会があるのではな
いか。形が見えていない段階から、議員が入って
くるというのは、どこのまちでも難しい。 
ある程度形ができてから、議員との話し合いの
場が設定されていくと思う。焼津市も新城市でも、
制定の段階でスムーズに入れると、条例ができ上
がった後、運用段階で議員も一緒になってまちづ
くり集会などもやっていくようになる。 
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Ｑ）市民が議員をきちんとチェックするというこ
とをすれば、議員は必ず出てくると思う。それを
市民の役割として条例に盛り込みたいと私は考え
る。 
 
松下教授） 
議員の在り方というのが、自治基本条例の中で
どうあってほしいというのが記述されて、どうい
うふうに表現されるかというのはこれからだが、
そういう問題意識を常にもっているのはよいと思
う。 
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